平成２７年度第１回大阪府立学校結核対策審議会
日　　時：平成２７年６月２６日（金） １４：００～１６：００
場　　所：府新別館北館１階　防災活動スペース兼会議室１
出席状況：７名（中村委員、高鳥毛委員、武本委員、荘田委員、田邉委員、松本委員、

　　　　　　　　木戸委員）
事務局　大阪府教育委員会教育振興室保健体育課長　植山
主任指導主事　澤田
指導主事　本田
１　開会
２　挨拶　　大阪府教育委員会教育振興室保健体育課長　
３　協議議事
（１）平成２７年度「大阪府立学校結核対策審議会」会長の選出について
・審議会規則第四条第１項に基づき、会長を選出。
・審議会規則第四条第３項に基づき、会長から職務代理を指名。
４　報告事項
（１）平成２７年度府立支援学校における要精密検査検討者および精密検査受検者について
　　事務局より
・府立支援学校小学部の児童及び中学部の生徒に対し、問診調査、学校医による診察を実施した結果、結核対策審議会要検討者は0名。
　・中学部の生徒１名については、結核検診問診票の問４の結核高まん延国居住歴に該当しており、平成２６年度の審議対象となるべきであった。「学校における結核対策マニュアル」の問診項目への対応４）「入学時また転入時の１回精密検査の対象とする」に基づき、今年度、学校から本課に報告があった時点で、精密検査を早急に受検するよう指導済である。
委員A：結核高まん延国居住歴該当者については、家族は日本人で永住権があるのか、またト

ランジットで一時的な就労ビザできているのかもみていく必要がある。結核高まん延
国に行ったり来たりするうちに感染の機会が多くなり、日本の検診のあり方自体も変

えるなどの必要性も考えられる。報告のあった支援学校の生徒については、今後も、
学校で注意をしてみていただくことが必要である。
（２）平成２７年度府内公立学校での結核発生の現状について　　
　　　　　府立学校児童生徒の発生状況を説明
　　　　　※市町村立学校、教職員については発生なし。　　
委員A：定期健康診断で結核がみつかる数はかなり少なくなってきているため、結核検診をもっと簡略化して良いとの方向となっており、以前から小中学生へのレントゲンは廃止されているが、高校１年生にはレントゲン撮影が義務付けされていている。結核対策委員会は多くの都道府県で開催していないところが多い中、大阪府は結核高まん延地域であるため、本審議会を開催しているということは非常にありがたいことである。本審議会の要望等であがってきたものについては全市町村教育委員会に、定期健康診断できちんとつかめる事例があるのだということを教えていただきたいということ、また、本生徒が以前はどうであったのかという調査が非常に重要であることから、追跡調査できるような体制をとっていただきたいと思っている。
委員B：このぐらいの年齢では感染源が見つかることが非常に多い。大阪市の１４歳以下で
は、７～８割は感染源が見つかる。活動の範囲が狭いということもあるかもしれな
いが 、本生徒の過去の生活歴がどうであったか、中学校での状況、同居家族が感染
源になることが一番多いが、その他親戚とか、塾に行っていたなどどういったとこ
ろに活動の拠点があったかなど調査をして、感染経路を探す必要があるのではない
かと思う。また、培養が陽性とのことであるので、おそらくVNTR（同一の菌によ
る感染かどうかを判別するには遺伝子型別が実施されるが、その中で結核菌の遺伝
子中に存在する反復配列の数同士で比較する方法）を実施しているのではないかと
思う。
委員C：関係者等への感染源の調査は引き続き、保健所で行っている。
委員B：大阪市では基本的に若年者に対し、喀痰培養で陽性（+）となれば必ずVNTRを実施している。VNTRを行うことで効率よく感染源が発見されるので、若年者に対しては、ぜひ調査をやっていただけたらと思う。
委員D：昔と比べて学校での結核検診の実施時期を４月の上旬に固めて、学校生活が始まる
前に患者発見ができている好ましい状況である。定期健康診断を受けてレントゲン
異常があると、一般的な流れではなくて、即精密検査の連絡をしているかと思うが、
どのくらいの期間で行われているのか。検診を実施して、要精検という結果は、本
人に即日で通知されるのか。
事務局：１０日から２週間前後である。
委員D：その期間は、検診の判定と、本人の通知に時間がかかっているのであろう。本生徒
は大量排菌者ではないが、もう少し早くすることはできないのか。
事務局：検診業者においてフィルムの判読には、約１週間から１０日間ほどかかるかと思う。
委員D：教育委員会としては、その期間で判読し、精密検査を受検してくれたらいいとのこ
とでこのような期間となっているのか。喀痰塗抹陽性の疑い者については、より早
くに受診させてくれていたかと思うがどうか。
委員A：検診業者も集団検診フィルムを回して読影し、そこから所見を書くため、１週間から10日であれば早いと思うが、結核の疑い所見があれば、検診業者から早急に学校へ電話連絡されているのか。
事務局：検診業者から学校に至急連絡をいれた上で、通知がなされる。同時に本課にも、検
　　　　診業者から電話連絡が入る。
委員A：検診業者から府教委、そこから学校に連絡が回るのではなく、検診業者から直接学校に連絡するなど緊急的な連絡方法があるのだな。
事務局：高等学校では３分の２の学校は春休み中の実施、残り３分の１の学校もほぼ４月中の実施である。支援学校も、ほぼ４月中に検診を終了している。
委員D：昔と比べて結核検診の実施時期は大幅に前倒しになっている。今はデジタル撮影と

　　　　なっているため、明らかな所見があれば、検診機関から学校に緊急対応が必要であ
ることを連絡してくるのではないかと思う。
事務局：府立学校はまだ間接撮影で実施しているが、後々デジタル撮影にて実施する予定と
　　　　している。
（３）平成２６年度府内公立学校における結核検診実施状況について
以下について事務局から説明。
・政令市を除く府内小中学校の児童生徒について評価。
・定期健康診断における患者発見は無し
　　　　・精密検査要検討者数、受検者数、受検率
　　　　・精検受検項目内「その他」は全て「診察」であり、「QFT」を実施している市町村は無
　　　　　し

　　　　・市町村の結核対策、課題や工夫について報告
委員A：結核検診問診の様式として、結核検診問診票として単独の場合、保健調査票の中で結
核の項目を独立させる場合、保健調査票の調査項目に統合する場合と３者があり、簡便化しても良いこととなっている。市町村の精密検査対象数にばらつきがあるのであれば、その制度について少し懸念するところである。例えば、母数が多いから、精密検査対象の総数もどうしても多くなるということであれば、小学生の総数のうち要精検対象数を、平均の母数とすると割合がでる。それを府内の平均とし、それよりも多いか少ないかでみることを考えると、ただ単に母数が多いからそうなるのではないということを議論できるのではないかと思う。そこの検討をもう少し加えていただきたいということと、逆に精検対象者数が少なすぎるのもおかしいという気がする。平均より大きくずれている市町村は、きちんと実施できているのかとか精検対象を挙げ過ぎていないのか心配である。高まん延国居住歴該当以外の問診項目等にてひっかかった人は総数から結核高まん延国居住歴該当者数を引いた残りの数となる。熱があるとか咳をしているとかという症状は一般的な風邪症状であるが、そうではなく結核特有のものとしては、この問診票ではなかなかつかみにくいので、無駄に精密検査の対象としているのかいないかということを知りたい。その点をもう少し、詳しく調べていただけると結核検診・問診の精度管理をもっとあげることができるのではないかと思う。中学生の総数が約15万人、小学生が約30万人であるので、中学生の要検討者数を２倍にすれば同じような頻度であると考えると、小学生は、中学生の約1.5倍の人数である。４月のかぜの引きやすい状態か引きにくい状態で精密検査の対象としてあがってくる数が決まってくるのかどうかという情報を現場に返してあげれば、役に立つのかと思う。小中学生では、レントゲン撮影はなく問診だけであるので、問診の取り方等について現状を返してあげれば、役に立つと思うので、もう少し調べていただけたらと思う。
委員D：検診の実施状況について、改めて結核高まん延国居住歴該当者のみで表を作成し整理
すると、該当する児童生徒が増えてきていることが顕著になってきている。結核高ま
ん延国居住歴該当者が多い市をみると、おそらく、自営業というよりは、ある程度の
規模の企業があり、家族含めての人事異動があるなどといったことが推測される。来
年あたり、一度どういう国の該当者が多いのか資料として出してもらえば参考になる
と思う。
委員B：結核高まん延国居住歴該当者がずいぶん増えていてきていることが気にかかっている。
手元にデータがないので正確な話ではないが、全国でも20歳代は約20％が外国出生
の方で占められている。大阪市では日本語学校検診を行っているが、その検診対象者
の平均年齢は20歳強であり、日本へ入国後、２～３か月以内に検診を行う。発見率
は0.4～0.5％であり、一般の検診率からするとかなり効率よく患者がみつかっている。
児童生徒は年齢も若いため、まだみつからないかもしれないが、年齢がもっとあがっ
てくればとみつかってくるのではないかと思う。
もう一つ、小中学校で結核が発病した場合、ほとんどは家族が感染源である場合が多い。この児童生徒は、結核高まん延国居住歴該当者で、なおかつ家族も結核高まん延国の方であるとしたら、家族が発病して、この子たちに感染させるかもしれないということまで考え、このような検診をしっかりやってほしい。ちなみに、精密検査の項目でツベルクリン反応は０件であるが、昨年度もそうであったか。
事務局：資料をもってきていないので正確には分からないが、数人いたかと思う。
委員A：同じ中国でも場所によって発生率に格差がある。同じ国でも、地域ごとの情報はある
のか。日本でも大阪府は高まん延地域であるが、結核は忘れ去られた病気と思うよう
な罹患率が低い地域もある。
事務局：問診票では国名までしか書かなくてよいため、地域まで書いているところはないかと
思う。

委員A：市町村の結核対策について、結核対策委員会がない市町村の責任の所在はどのようになっているのか。医師会や保健所など、専門家に委員として入っていただく体制をきちんととってほしい。文部科学省冊子「学校における結核対策マニュアル」の中では、保健所や医師会との連携が協調されているので、責任ある体制で精密検査に回す体制にしないと、結局はルーチンになってしまうのではないかと懸念している。市町村で苦慮している話については、「学校における結核対策マニュアル」に示されているフローチャートに沿って行えば、学校医の診断基準がぶれるということはない。まだわかっておられない学校医がいるということは反省材料であり、きちんと伝えていきたい。
委員E：大阪は結核が非常に多い街であって、昔は非常に工業が盛んであった。特に公害、排
ガスなどの環境がそのうち結核に影響することが出てくるだろうと思っている。環境
がよくない国についても、留意する必要があると考える。
委員B：外国人結核で言うと、中国が一番多い。中国、フィリピン、韓国の順である。大阪市
では、最近、特に中国の結核患者が増えており、外国人結核の半分程が中国となって
いる。
市町村の結核対策で苦慮している話の中、結核高まん延国該当者が、検診までにかなり期間があるといったお話があったが、それに関しては基本的には心配ないということを言っていただいたら良い。その児童生徒に全く症状がなければ、検診の機会がくるまで待ってもらって大丈夫である。結核に発病していても、感染性が高くなるには、ある程度症状がでてこないと感染性は高くないため、それほど心配する必要はないという風に伝えていただけたらいい。ただし、症状のチェックは必要で、有症状者をほっておくような状況にあっては当てはまらない。
委員A：内科では、留学や入国時には結核罹患歴や出国前の免疫情報等を必ず提供する。この場ではなく文部科学省に聞くことであるが、日本は海外から入国する児童生徒に対し、情報を要求しないのだろうか。例えば、就労ビザであれば企業側が必ず、特に結核については出させる。私の身近なところでは、近くに中国の研修生を雇う工場があり、中国だけでなく日本入国時にもさらに検診をさせているが、出国前の情報を見たら出国時の検診結果は大丈夫であるとわかる。国の医療レベルはあるものの、そのようなことが就学レベルであるのかないのか一度聞きたかった。おそらくないかと思うが、一度調べて教えてほしい。
（４）平成２６年度府内公立学校での結核発生状況について
「府立学校児童生徒の発生状況」、
「市町村立学校における児童生徒の結核発生状況」、
※「教職員の結核発生」はなし。
委員A：気管支結核や咽頭結核の初期診断は難しい。医療側を弁護するわけではないが、最近、
国民健康保険が破綻するからむやみな検査をするなと言われている。例えば、昔は結
核も２連痰３連痰と検査をすることが当たり前であったが、嗄声だけであれば喀痰検
査をすることは難しい。だから、受診した段階で嗄声や咳が止まらないといった状況
だけであったら、なかなか痰の検査はやっていないのではないかと思う。しかし、気
管支結核とか咽頭結核も考えて痰の検査をしないといけないと思う。
委員B：我々は医療機関に医学調査に行った際には、積極的に調査してくださいと言っている
立場であるため、必要な検査を削ってもらうと非常に困る。最近、菌陰性の若い人が増えており、QFTとかTスポットいったイグラ検査を行い診断がついている例が非常に多い。結核が疑われているが菌検査が陽性とならないような例については、積極的にこのイグラ検査をやっていただけたら、早期診断につながりやすいかと思う。
委員D：近くに呼吸器とか内科があったら別だが、地域によってはあまり呼吸器をみる医師が
いない場合は、耳鼻科にかかることが多い。耳鼻科の先生は、胸部レントゲンを撮る
ことは少ない。
委員C：咳がいつでたかにもよるが、嗄声だけだとなかなかレントゲンを取りづらいのかもし
れない。
委員A：胸部レントゲンを１枚撮れば分かるためそれを行うべきで、呼吸器内科では１週間か
ら１０日続く咳でなかなか軽快しなければ、レントゲンを撮るということは常識であ
る。
委員D：地域の状況によって、かかりつけの医療機関がないと赤ちゃんの時からかかっている
ところが耳鼻科だったり、本当は高校生年齢だと違うのだが、ちょっと風邪を引いた
り喉が痛いとなったら内科ではなく、子どもの時からずっと診てもらっている先生が
だめだったら次は違う耳鼻科を受診するなど、耳鼻科のネットワークで紹介されてし
まうと内科疾患が発見されるのに少し時間がかかってしまうことも考えられる。
委員A：審議会でこのような症例があり早期発見のために、関係会議等で課題として挙げるよ
うにしたい。
（５）その他

　　事務局から、以下の２点について報告。

・平成２７年５月２１日に、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行規則の一部を改正する省令」が施行され。これに伴い、DOTS（直接服薬確認療法）実施の依頼先として「学校」が定められたこと。併せて、「結核患者に対するDOTS（直接服薬確認療法）の推進について」の一部が改正され、学校での服薬確認方法等が示されたこと。
・引き続き、研修等において学校保健関係者に対し啓発を行っていくこと。
○今後の結核対策審議会の予定について

・本審議会の開催回数を、３回から２回とし、第２回については、例年どおり審議会後に市町村との情報交換会を開催することを事務局から提案。

【委員からの意見】

・委員からの意見により、第２回目と第３回目を合わせた審議内容と、例年開催している第３回審議会後の市町村との情報交換の時間が確保できるかどうかを事務局で検討すること。
・本審議会には、専門家などが委員となっているので、緊急的な案件については、必要な場合には、対応できる委員だけ招集する等も含め、報告会に終わらず、有効的な意見交換や、有意義な審議ができる場としてほしい。
・市町村教育委員会との情報交換については、統計結果等をフィードバックすることは非常に重要である。ガイドラインではないがこのような対応が望ましいといった意見交換ができれば、良い対策が各地域でできる。
　委員の意見から、審議内容と時間の確保の両方を踏まえ、２回とするか３回とするのか事務局にて検討することとなった。

５　閉会　
